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 資料 8 

８ ｢義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に 

関する法律｣(平成 28年 12月公布)の概要 (第７章 ２ 「実態に応じた対応と連携」に関連） 

 

目的 教育基本法及び児童の権利に関する条約等の教育に関する条約の趣旨にのっとり、教

育機会の確保等に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責

務を明らかにするとともに、基本指針の策定その他の必要な事項を定めることにより、

教育機会の確保等に関する施策を総合的に推進することを目的とする。 

基本理念 

１ 全ての児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、学校にお

ける環境の確保が図られるようにすること。 

２ 不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ、個々の不登校児童生徒の状況

に応じた必要な支援が行われるようにすること。 

３ 不登校児童生徒が安心して教育を十分に受けられるよう、学校における環境の整備が

図られるようにすること。 

４ 義務教育の段階の普通教育に相当する教育を十分に受けていない者の意思を十分に尊

重しつつ、その年齢又は国籍その他の置かれている事情にかかわりなく、その能力に応

じた教育を受ける機会が確保されるようにするとともに、その者が、その教育を通じ

て、社会において自立的に生きる基礎を培い、豊かな人生を送ることができるよう、そ

の教育水準の維持向上が図られるようにすること。 

５ 国、地方公共団体、教育機会の確保等に関する活動を行う民間の団体その他の関係者

の相互の密接な連携の下に行われるようにすること。 

 


